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工学教育アクレデ、イテーションシステム調査研究委員会審議経過

首記委員会は，昨年の 7月9日に第 1回を開催して以

来， 9月13日， 11月19日，本年 1月30日と 4回の会合を

重ねて議論を進めてきた。委員会は，別表のように大学

と産業界の代表から成り，さらに文部省専門教育課から

のオブザーバーの参加を得て，我が国に適したアクレデ

ィテーションシステムに関する調査研究を行っている。

現在までの経緯を，解説に重点を置きながら以下に報告

する。

1 .本委員会発足の経緯

一昨年の大阪APEC以来，人材開発 (HumanResour-

ces Development)プロジェクトの一環として技術者資

格の域内相互承認の問題が急浮上してきた。我が国の技

術者資格は，技術士は科学技術庁，建築士は建設省が担

当するなど職種により窓口が異なり，またその基礎とな

る工学教育は文部省専門教育課が所管していることから

分かるように，多くの省庁にまたがる複雑な問題を含ん

でいる。現在，科学技術庁科学技術情報課が世話役とな

って技術者資格問題連絡懇談会(座長:内田盛也氏)を

編成し， APEC対応を中心に議論を進めているが，今後我

が国がどのような方針で国際相互承認に対応してゆくか

は，議論が始まったばかりで予断を許さぬところがある。

しかしこの問題は，迫りくるボーダレスの時代を前に避

けて通れぬことは明白である。

日本工学教育協会は，技術者資格の問題が将来どう推

移するにしても，その基盤である工学教育の認定システ

ムについて予め十分な検討を加え，必要に応じてタイム

リーな導入が可能なよう準備しておくべきとの認識に達

した。時機を失すると，国益を大きく損ない，我が国の

工学系卒業生に不利益をもたらす恐れが予想される。

以上の認識に立って，本会付属の調査研究委員会とし

て2年間の予定で本委員会が設置された。期間内に，我

が国が置かれている状況を認識し，各国アクレディテー

ションシステムの比較検討，日本版システムの要否の検

討，アンケート調査，必要な場合は，我が国に適したア

クレディテーションシステムの骨子の提案を行うことを

目的とする。
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委員長 大橋秀雄

2.工学教育アクレディテーション誕生の経

緯と各国の状況

工学に関する高等教育の品質保証のためにアクレディ

テーション (accreditation，認定)システムを確立して

いるのは，イギリス，アメリカ，カナダ，オーストラリ

アなどの英語圏の国に多い。しかしながら，たとえばイ

ギリスとアメリカを比較すると，その成立の経緯や性格

にかなりの違いが見出せる。

アメリカのアクレディテーションは，産業界の要請に

基づいて発足した。日本の企業は，新卒の採用者を素材

と見なし，即戦力はあまり期待しない伝統があった。我

が国では，終身雇用の前提のもとに，社内教育 (OJT)

と配置転換(jobrotation)を重ねて，時間をかけて成熟

した技術者に育成するのが一般的である。これに対しア

メリカでは，新卒でも短期間(数ヶ月以内)で独立した

仕事に責任を持つ技術者として扱われる。新卒にその能

力に適した仕事をアサインするためには，新卒の知識・

能力について一定の前提が必要になる。このため，工学

教育の各分野ごとに最低の基準が設定され，卒業生にそ

の最低基準を保証する目的でアクレディテーションが生

まれた。企業にとっては，アクレディテーションのある

教育を終えたものと，そうでないものとでは仕事のアサ

インに大きな違いがあり，その意味でアクレディテーシ

ョンは重大な関心事である。アメリカの認定機関ABET

(Accreditation Board for Engineering and Technolo-

gy)が1934年以降専門学協会の協力を得ながらアクレデ

ィテーションを進めてきた背景には，このような産業界

からの強い要請があった。

アメリカの技術者資格PEを取得するには，その第一段

階としてFE試験 (Fundamentalsof Engineering Exam-

ination)に合格する必要がある。 FE試験の受験資格は，

アクレディテーションを得ている大学については在学生

にも与えられていることから，アクレディテーションの

役割を資格取得と絡めて認識する向きも多い。しかしア

クレディテーションのPE取得に対する役割は，試験免除

というような本質的な役割ではなく，単に卒業前の受験

を認めることに過ぎない。アメリカにおけるアクレディ

テーションの主目的は，あくまで教育の最低レベルを保
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証することにある。

イギリスのアクレディテーションは，チャータードエ

ンジニアCEngのような認定された技術者資格を取得す

るためのプロセスのーっとして存在する。資格の取得は，

基礎教育，経験および最終認定の三段階から成るが，認

定された高等教育を終了したものは， FE試験のような追

加試験なしに必要な基礎教育を終了したものと見なされ

る。各専門に対応する基礎教育プログラムの認定は，認

定機関であるTheEngineering Councilの委託を受けて，

土木学会，機械学会，電気学会のような専門学会が行っ

ている。この意味から，イギリスの工学教育アクレディ

テーションは，あくまで技術者資格認定のー要素として

存在する。

アングロサクソン系以外のヨーロッパの先進国，たと

えばドイツやフランスの状況を考えると，高等教育の品

質維持には教育の当事者(各大学)が責任を持つのが当

然としづ気風が強く，第三者が認定するアクレディテー

ションの考え方が浸透しにくい風土があった。たとえば

ドイツでは，大学が授与する工学士 (Dipl.-Ing.)の称号

は，学位と職位(職業資格)が複合されたものであり，

それ自身がCEngと同等の技術者資格と見なされている。

このためには，卒業のための必修条件として半年間の現

場研修を課して経験を取り込み，大学卒業と同時に技術

者としても一人前の扱いを受けるよう配慮している。

このように，ヨーロッパの国々にはそれぞれの歴史と

伝統に根ざしたシステムが存在してきたが，近年EUの成

立に象徴されるように，国が個別のシステムを構築する

のに換えて，域内共通の制度・システムを作り上げる流

れが加速している。技術者資格についても，この線に沿

ってヨーロッパ技術者Euro-Engineerが誕生し，その資

格Euro-Ingが浸透し始めている。現在ヨーロッパ27カ国

が加盟するFEANI(ヨーロッパ技術者団体連合)が資格

認定を統括しているが，これによってヨーロッパの統合

を人材交流の面から促進する大きな役割を果なし始めて

いる。

以上とは別に，英語圏の国々を中心に工学教育の同等

性を相互に承認し合う協定 (agreement)，いわゆるワシ

ントンアコードが1989年に締結された。最初はアメリカ，

イギリス，カナダ，オーストラリア，ニュージーランド，

アイルランドの六ヵ国を代表する工学教育認定団体が調

印したが，現在は南アフリカと香港が加わっている。こ

の協定を拡大するためにFEANIや我が国にも加盟の打

診があり，我が国としても早晩方針を鮮明にすることが

迫られている。
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3. 日本の状況

我が国でもi最近いろいろな局面でアクレディテーシ

ョンの必要性が論じられているが，冷静に考えると，ア

メリカ的必然性もイギリス的必然性も我が国には見当た

らない。アメリカの産業界が1920年代から訴えてきた工

学教育のレベル保証に対する要望は，我が国の産業界か

らは，まだまとまった形では提示されていない。一方，

技術者資格認定のープロセスとしてアクレディテーショ

ンを導入するというイギリス的必然性も，我が国には欠

けている。我が国の代表的技術者資格である技術士は，

そもそも工学の高等教育を終了することを条件としてい

ないし，建築士，電気主任技術者などの様々な資格の取

得には，卒業あるいは特定の科目履修のみが条件付けら

れ，品質保証としてのアクレディテーションを必要とし

ていない。我が国には，アクレディテーションシステム

を導入する内的なインセンティブが欠落しているのであ

る。

本委員会が誕生した動機は，すでに述べたように

APECという外的要因によっている。アジア・太平洋地

域で技術者資格の相互承認をしようという動きは，ヨー

ロッパのように域内共通資格を作ろうという段階にはま

だ遠いが，一国の制度は圏内だけの整合性では不十分な

時代に入ったことを我々に突き付けている。 APECの動

きに対応しようとすれば，それなりの体制を国内でも構

築する必要があるが，現在まではこの点に関しあまりに

も無防備であったと言わざるを得ない。国際孤立を避け

ようとすれば，我が国にも国際的に整合性のある技術者

資格制度と，その基盤となる工学教育のアクレディテー

ションシステムを導入しなければならない状況がまさに

目前にある。

4.我が国における教育の品質保笹

日本にアクレディテーションシステムが存在するかの

間いに対して，不用意に「無いJ と返答すると誤解を招

く恐れが大きい。確かにアメリカ流，イギリス流，ある

いはFEANI流のアクレディテーションシステムは存在

しないが，我が国の高等教育には少なくとも以下の四つ

の品質保証のメカニズ、ムが組み込まれている。

(1)設置審査

国公私すべての大学，学部，学科などの設置に先立

ち，文部省大学設置審議会による審査が厳密に行われ

る。校地・建物面積，教育設備，教員の数と質などが

基準に適合しているか，大学教員を中心とする審査員

により細かくチェックされる。この審査は，おそらく
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他国と比べても厳しい初期品質を保証しているものと

思われる。

(2)視学委員による監査

設置許可後も，文部省から委嘱される視学委員によ

る監査が必要に応じて行われる。監査結果によっては

改善勧告が出されることもあるので，品質を維持する

機能を果たしている。

(3)自己点検・自己評価

1991年から実施された大学設置基準の大綱化にとも

ない，大学の自己点検・自己評価が品質保証の重要な

一要素と位置付けられてきた。各教育機関が自主的に

行う自己点検・自己評価は，評価報告書(白書)の公

開，第三者評価の導入などによって，自主的品質管理

の機能を強力に果たし始めている。

(4)大学基準協会による評価

大学基準協会(JapaneseUniversity Accreditation 

Association)に加盟するための加盟審査，加盟後に自

主的に申請する相互評価は，大学の組織・制度や教育

内容などを客観的に評価し，必要な改善を加えるのに

役立つている。これは，前記の大学独自の自己長検・

自己評価をピアレビューによって補完する役割を担っ

ており，戦後アメリカにならって設置されたこの組織

は，ようやく本来のアクレディテーション機能を果た

し始めている。

我が国では，上記のシステムがj軍然一体として品質保

証の機能を発揮しており，世界の中でもユニークなシス

テムとして誇れる一面をもっている。しかしながら，そ

の機能や効果を国外に対して説明するド、キュメントが決

定的に不足している。我々は，高等教育一般の品質保証

体制として当分はこの方式を維持してゆくことになるの

で，外に対して現システムの透明性を増し，その機能の

説得力(アカウンタピリティ， accountability)を高める

努力を継続して行う必要がある。

我が国には，高等教育一般の品質保証というー意味では

上述のような独自のシステムが存在するにしても，これ

が技術者資格の基本である工学教育の内容・品質まで保

証しているとは主張しがたい。技術者資格の国際相互承

認のためには，その目的に適したシステムの構築が不可

避であろう。

工学教育 45巻2号 1997.3 

5.これからの予定

先ずアカデミア(教育側)の立場に立って考えてみよ

う。すでに繰り返し述べたように，国内だけの状況を考

えれば，我が国に新たなアクレディテーションシステム

を導入する差し迫ったニーズが存在しない。教育の品質

保証が問題ならば，前述のような我が国独自のシステム

を更にリファインし，その実質を一段と高めるよう努力

を集中すれば済むことであろう。

しかし，我々が送り出す卒業生の将来を考えると，こ

のままで良いのかという大きな疑問も浮かび上がってく

る。彼等が活躍する21世紀はボーダレスの時代であり，

日本で日本の技術者と一緒に働く場面よりは，世界各地

でいろいろな国の技術者と協力して働く場面を考えなけ

ればならない。その場合，手塩にかけて送り出した卒業

生や留学生が「君が受けた教育を誰が認定してくれるの

か?J， r君はどんな技術者資格を持っているのか ?J な

どと問われて立ち往生する姿は見たくない。それを事前

に防ぐことも我々の責任なのである。

産業界(雇用組，Ij)の立場に立っても，いま大きな転機

が訪れている。新卒を素材と見なしてきた伝統も揺らぎ

始め，何が出来るのか問う時代が始まっている。教育，

あるいはその品質保証にもっと大きな要求を出さなけれ

ば，産業競争力の低下にも繋がりかねないのである。我

が国の活力を維持するために，産業界もまた声を大きく

する責任がある。

本委員会の議論はまだ始まったばかりで，ようやく問

題の核心を掴み始めたとしづ状況であるが，問題の緊急

性が高まってきた事情を受け，これまでの4回にわたる

討議結果を中間報告として理事会に提出するよう準備し

ている。報告には状況の分析をふまえた上で「エンジニ

ア資格の問題とは切り離し，工学教育の質的保証を実現

するためのアクレディテーション組織」を設立すること

の必要性を述べる予定でいる。

本委員会の役割は，この問題に対して広く関心を喚起

し，一般の理解を深めることにもあると自覚している。

これから広く学界や産業界の声を聞きながら，正しい方

向を摸索する必要がある。会員始め各方面の識者から，

ご意見を本委員会あてお寄せ下さるよう御願い致します。

以上
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工学教育アクレディテーションシステム調査研究委員会委員名簿

氏 名 職 イ立 T 住所/電話/FAX

169-91 
新宿区西新宿1-24-2

委員長 大橋 秀 雄 工学院大学長
03-3342-1211 03-3340-3564 

980-77 
仙台市青葉区荒巻字青葉

委員 阿部 博 之 東北大学総長
022-222-8100 022-216-8142 

慶応義塾大学理工学部長 223 
横浜市港北区日吉3-14-1

" 安西祐一郎
045-563-1141 045-563-3421 

105 
港区南青山1-26-6-101

" 今井兼一郎 日工教理事
03-3401-5491 03-3408-5017 

NTT-アドバンスァクノロジ 武蔵野市御殿山1-1-1クリスタルパ クピノレ
池上 徹 彦 180 

0422-49-1431 0422-41-0384 " (樹社長

565 
吹田市山田丘2-1

" 大中逸雄 大阪大学工学部教授
06-879-7473 06-879-7474 

100 
千代田区丸ノ内2-5-2

" 小野田武 三菱化学(樹常務取締役
03-3283-6206 03-3283-6286 

108 
港区芝5-33-1

" 小高康邦 日本電気(樹技術顧問
03-3798-6506 03-3798-6598 

北海道工業大学教授 060 
札幌市手稲区前田七条15-4-1

" 柴田 拓 二
011-681-2161 011-681-3622 

275 
習志野市津田沼2-17-1

" 鈴木 遁 千葉工業大学教授
0474-78-0560 0474-78-0569 

三菱電機(樹技術研修所長 669-13 
-岡市あかしあ台2-2-1

" 島田 禰
0795-60-2525 0795-60-2529 

川崎市多摩区東 田1-1-1
" 竹内 薙 明治大学理工学部教授 214 

044-934-7198 044-934-7906 

東京大学工学研究科教授 113 
文尽区本郷7-3-1

" 中島尚正
03-3812-2111 03-3815-8356 

日本大学理工学部教授 101 
千代田区神田駿河台1-8-14

" 中田順治
03-3259-0510 03-3293-7759 

埼玉大学大学院教授 338 
浦和市下大久保225

" 西野文雄
048-858-3118 048-855-5367 

九州大学工学部教授 812 
福岡市東医箱崎6-1-1

" 平川 賢 爾
095-642-3384 095-641-9744 

東京工業大学工学部教授 152 
目黒区大岡山2-12-1

" 水谷惟恭
03-5734-2519 同左

名古屋大学工学部教授 464-01 
名古屋市千種区不老町

" 山 内 陸 文
052-789-3360 052-789-3228 

東北大学工学部教授 980-77 
仙台市青葉区荒巻字青葉

" 四ツ柳隆夫
022-217-7221 022-217-7223 

文部省専門教育課
100 

千代田区霞が関3-2-2
オブザーバー 吉田 靖

リフレッシュ教育企画官 03-3581-4211 03-3581-4784 

100 
千代田区霞が関3-2-2

" 高田 英 一 文部省企画係長
03-3581-4211 03-3581-4784 

191 
日野市程久保2-1-1

H 岡 本 邦 彦 明星大学工学部教授
0425-91-5111 044-989-4311 

日本工学教育協会専務理事 108 
港区一回3-5-21一回アルスピル

事務局 原田 耕 作
03-5442-1021 03-5442-0241 

港区一回3-5-21 田アルスビル

" 守屋 正 寛 日本工学教育協会 108 
03-5442-1021 03-5442-0211 
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